
様式第２ 

備考 １ 「用途地域」とは、都市計画法第８条第１項第１号の規定による「用途地域」をいう。 

   ２ 報告書取扱者欄には報告者より提出に関し委任を受けた者が法人の場合、住所には主たる事務所所在地、氏名欄には法人又は事務所代

表者肩書氏名、担当には担当者氏名連絡先を記載すること。（報告者自ら提出する場合には記載不要） 

   ３ 複数の住宅の計画を一括して報告する場合は、計画の実施の概要を別紙とすることが出来る。 

添付書類 １ 説明対象者、説明内容、説明経過及び説明結果が分かる書類 など 

年  月  日 

(あて先)東大阪市長

住 所 

氏 名     

法人に有っては会社名、代表者肩書氏名、 

主たる事業所所在地 

（電話               ） 

モノづくり推進地域内近隣説明結果報告書 

東大阪市住工共生のまちづくり条例第１６条第２項に基づきモノづくり推進地

域内近隣説明結果を報告します。 

住 宅 等

（予定）

名 称

計 画 地 東大阪市 

用 途 地 域 工業地域 ・ 準工業地域 

計画実施の概要 

住宅等の種類 一戸建住宅 共同住宅 長屋 寄宿舎 兼用住宅 その他

建設戸数      戸 

階数       階建 

 面積（㎡）      ㎡ 

高さ(ｍ)      ｍ 

工事着手（予定）日 年  月  日 工事完了（予定）日 年  月  日

周 辺 説 明 概 要 

（説明相手、説明内

容など） 

（別紙） 

【受付印】 

報 告 書

取 扱 者

住 所 電話番号 

（担当） 氏 名


